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【抄録】
本研究の目的は、小学校通常の学級担任における発達障害及びその傾向のある児童の教育に対する「困り感」と校
内支援体制に対する評価について実態を明らかにすること、及び両者の関連について検討することである。アンケー
ト調査を通常の学級担任318人を対象に実施したところ、258通(81％)を回収した。担任による校内支援体制に対する
評価について因子分析をしたところ「校内支援・共通理解」「児童への個別支援」「保護者・クラスメイトへの対応」
の３因子が抽出された。これらを独立変数とし、担任の「困り感」を従属変数とする重回帰分析を行った結果、「保護
者・クラスメイトへの対応」が有効に機能する校内支援体制によって、発達障害の傾向のある児童に対する担任の「困
り感」が軽減されることが示唆された。
キーワード：発達障害、特別支援教育、小学校通常の学級、校内支援体制
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内支援体制に求めていることがわかる。
以上の先行研究を踏まえ本研究では、小学校通常の
学級担任を対象に、発達障害のある児童及びその傾向
のある児童を教育する際の「困り感」と、校内支援体
制に対する評価について、アンケート調査をもとに実
態を提示する。さらに、学級担任の「困り感」と校内
支援体制に対する評価との関連を調べることにより、
担任の「困り感」を軽減する校内支援体制の要因につ
いて検討する。
２．研究方法
2．1．調査の概要
A市の小学校通常の学級担任を対象にアンケート調
査を実施した。A市の校長会を通じて、分校を除く全校
(53校)に調査協力を依頼し、各学校長を介して質問紙
の配布・回収を行った。質問紙は、１校あたり各学年
１名の学級担任に配布(計318通)し、258通を回収した。
回収率は81％であった。調査は、2014年１月～2014年
２月に行った。
2．2．調査内容
2．2．1．回答者の属性
性別、特別支援学校教員免許の有無、発達障害の診
断を受けている子どもの担任経験、発達障害の傾向の
ある子どもを担任した経験、現在の担当学年、教員経
験年数を聞いた。
2．2．2．発達障害及びその傾向のある児童の教育に対
する学級担任の「困り感」(「学級担任の『困り感』」)
回答者には現在から過去５年を遡って、「発達障害の
診断あり」と「発達障害の傾向あり」の２項目に対し
て「あてはまる」「ややあてはまる」「どちらともいえ
ない」「あまりあてはまらない」「あてはまらない」の
５件法による評定を求めた。「あてはまる」５点から「あ
てはまらない」１点まで５段階の配点で回答を点数化
した。
2．2．3．校内支援体制に対する学級担任の評価(「校内
支援体制に対する評価」)
「特別支援教育の推進状態に関する調査項目」(米沢
2011)及び先行文献(小野ら 2011)を参考に、18項目を
設定した。「あてはまる」「ややあてはまる」「どちらと
もいえない」「あまりあてはまらない」「あてはまらな
い」の５件法による評定を求め、「あてはまる」５点か
ら「あてはまらない」１点まで５段階の配点で回答を
点数化した。
2．3．分析の手続き
第１に、回答者の基本属性及び発達障害及びその傾
向のある児童の担任経験の有無について集計する。
第２に、各項目の平均値と標準偏差を求め、基本属
性(性別、特別支援学校教員免許取得の有無)における
「学級担任の『困り感』」の平均値の差を検定する。性
別に焦点を当てるのは、先行研究で男性教員と女性教
員による「困り感」には違いがみられる(栗林ら 2012)
と報告されており、本研究でも検証の必要があると考
えたためである。また、特別支援学校教員免許の有無
に注目したのは、現在、小学校でも特別支援学校教員
免許の取得率を向上させることが求められているから
であり、取得率による「困り感」の差を調べることが、
免許の意義と課題の考察につながると考えた。
第３に、「校内支援体制に対する評価」の調査項目に
ついて平均値と標準偏差を求め、さらに因子分析を行
い、校内支援体制を構成する因子を抽出する。
第４に、「学級担任の『困り感』」と「校内支援体制
に対する評価」との関連を調べるために、前者を従属
変数とし、後者を構成する因子を独立変数とした重回
帰分析を行った。
３．研究結果 ．
3．1．回答者の属性
回答者の性別は、女性183人(70.9％)、男性73人
(28.3％)であった。回答者の年齢は、50代が100人
(38.8％)と一番多かった。教員経験年数(講師含む)は、
26年以上が104人(40.3％)、10年以下が91人(35.3％)で
あった(表3-1．)。
3．2．特別支援学校教員免許の有無
特別支援学校教員免許の有無は、「取得している」が
35人(13.6％)、「取得していない」が223人(86.4％)で
あった(表3-2．)。
表3-1．回答者の属性
％度数(人)
70.9183女性性別
28.373男性
0.82記入なし
22.15720代年齢
20.25230代
16.74340代
38.810050代
1.6460代
0.782記入なし
19.4500～5経験年数
15.9416～10
7.41911～15
7.82016～20
8.12121～25
14.33726～30
26.06731～
1.23記入なし
13.635取得している
86.4223取得していない
％度数(人)
100.0258合計
表3-2．特別支援学校教員免許の有無
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3．3．発達障害及びその傾向にある児童の担任経験
発達障害の診断を受けている児童の担任を経験した
ことがある回答者が206人(79.8％)、経験したことがな
い回答者が50人(19.4％)であった(表3-3．)。
一方、発達障害の傾向のある児童を担任した経験の
ある回答者が238人(92.2％)、経験したことがない回答
者が18人(7％)であった(表3-4．)。
４．研究結果 ．
4．1．学級担任の「困り感」の平均値及び標準偏差
学級担任の「困り感」の平均値は、発達障害の診断
を受けている児童で3.25(標準偏差1.26)、発達障害の
傾向のある児童で3.95(標準偏差0.96)であった(表
4-1．)。
4．2．性別における「学級担任の『困り感』」の平均値の差
女性教員と男性教員で「困り感」の平均値に相違が
あるか調べるためにt検定を行った。「発達障害の診断
を受けている児童への『困り感』」で差はなかったが、
「発達障害の傾向のある児童への『困り感』」において、
女性教員の方が男性教員よりも有意に高かった［t
(186)＝2.05,p＜.05］(表4-2．)。
4．3．特別支援学校教員免許取得の有無における「学
級担任の『困り感』」の平均値の差
特別支援学校教員免許の有無で「困り感」の平均値
に相違があるか調べるためにt検定を行った。発達障害
の診断を受けている児童、その傾向のある児童ともに、
有意な差はみられなかった(表4-3．)
５．研究結果 ．
5．1．「校内支援体制に対する評価」の平均値と標準偏差
通常の学級担任による「校内支援体制に対する評価」
の平均値のうち上位５項目は、「発達障害のある児童の
指導・支援に関して教職員全体で共通理解を図ること
ができている」「教職員に対して特別支援教育に関する
理解啓発が進められている」「校内で知能検査を行うこ
とができる」「特別支援教育コーディネーターが特別支
援教育に関する連絡調整を行っている」「校内委員会が
有効に活用されている」であった(表5-1．)。
5．2．「校内支援体制に対する評価」の因子分析
校内支援体制の因子構造の検討を行うために、主因
子法・プロマックス回転による因子分析を行った。共
通性が0.4に満たない項目があった場合にはその項目
を除外することとし、再度因子分析を行った。その結
果、除外する項目はなく、３つの因子が抽出された(表．
5-2．)。それぞれ「校内連携・共通理解」「児童への個
別支援」「保護者・クラスメイトへの対応」と命名した。
各因子の平均値が一番高かったのは、「校内連携・共通
理解」であった(表5-3．)。
79.8206ある
0.82記入なし
％度数(人)
100.0258合計
表3-3．発達障害の診断を受けている児童の担任経験
19.450ない
99.2256合計
92.2238ある
0.82記入なし
％度数(人)
100.0258合計
表3-4．発達障害の傾向のある児童の担任経験
7.018ない
99.2256合計
1.263.25102発達障害の診断を受けている児童への「困り感」
0.963.95190発達障害の傾向がある児童への「困り感」
標準偏差平均値度数(人)
表4-1．学級担任の「困り感」の平均値及び標準偏差
ｔ検定標準偏差平均値N(人)
表4-2．性別と「学級担任の『困り感』」
n.s.
1.293.2865女性発達障害の診断を受けて
いる児童への「困り感」 1.243.1936男性
0.924.04135女性発達障害の傾向がある児
童への「困り感」 1.063.7253男性 ?
?p＜.05,n.s.：not significant
ｔ検定標準偏差平均値N(人)特別支援教員免許の有無
表4-3．特別支援学校教員免許取得の有無における「学
級担任の『困り感』」の平均値の差
n.s.
1.243.1817取得している発達障害の診断を受けて
いる児童への「困り感」 1.283.2785取得していない
n.s.
0.923.6727取得している発達障害の傾向がある児
童への「困り感」 0.973.99163取得していない
?p＜.05,n.s.：not significant
0.854.30248教職員に対して特別支援教育に関する理解啓発が進められている
0.834.30248発達障害のある児童の指導・支援に関して教職員全体で共通理解を図ることができている
1.073.78246校内委員会が有効に活用されている
1.143.87247特別支援教育コーディネーターが特別支援教育に関する連絡調整を行っている
1.003.52247保護者全体に対して特別支援教育に関する理解啓発を進めている
0.963.48245発達障害のある児童の保護者は、学校から有効な支援を受けている
標準偏差平均値度数(人)
1.063.61247発達障害のある児童の支援に関わる教職員の責任と役割が明確にされている
1.294.11246校内で知能検査を行うことができる
1.193.70246文科省等のチェックリストを用いて支援を必要とする児童の状況を把握している
1.033.73248個別の指導計画が有効に活用されている
1.463.48243発達障害のある児童に対して特別支援教育担当者が指導を行っている
1.583.01245発達障害のある児童に対して空き時間の教員等が別室で指導を行う方針がある
1.293.51245発達障害のある児童に対して学級担任が授業時間外に指導を行っている
1.313.60245発達障害のある児童に対して校内の特別支援学級と連携して指導が行われている
1.153.23244発達障害のある児童に対して支援に必要な教材が用意されている
1.322.86245発達障害のある児童が使用できる部屋が有効に活用されている
1.223.29244緊急時に学級担任をサポートできる体制ができている
1.003.73247周囲の児童に対して特別支援教育に関する理解啓発を進めている
表5-1．「校内支援体制に対する評価」の平均値と標準偏差
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６．研究結果Ⅳ．重回帰分析
発達障害の診断のある児童への「困り感」、発達障害
の傾向のある児童への「困り感」をそれぞれ従属変数
とし、校内支援体制に対する評価の３因子を独立変数
とする重回帰分析を行った結果、回帰式が有意であっ
たのは、発達障害の傾向のある児童への「困り感」で
あった。
発達障害の傾向のある児童への「困り感」を従属変
数とした場合、R?が.046、5％水準で有意であった。標
準回帰係数をみると、「保護者・クラスメイトへの対応」
(β＝-.019，p＜.05)が負の有意な値であった(表6-1．)。
すなわち、「保護者・クラスメイトへの対応」が校内支
援体制として有効に実施されていることによって、発
達障害の傾向のある児童に対する「困り感」は軽減す
ることが示された。
７．考察
本研究では、小学校通常の学級担任を対象にしたア
ンケート調査の結果を提示した。本研究の結果より、
校内支援体制の因子「校内支援・共通理解」の平均値
及び、その因子を構成する各項目の平均値が高いこと
から、特別支援教育における校内支援体制の量的整備
に伴い、質的な整備もなされつつあると学級担任は評
価していると考えられる。さらに、本研究では、発達
障害の診断を受けている児童と、その傾向のある児童
の「困り感」とを区別して調べた結果、診断の有無に
より検定結果に違いが生じることが分かった。以下、
発達障害の傾向のある児童に対する「困り感」の検定
で有意差がみられた、性別における「学級担任の『困
り感』」と、「学級担任の『困り感』」を軽減する校内支
援体制の要因の２点に焦点を当てて考察する。
7．1．性別における「学級担任の『困り感』」
発達障害の診断を受けている児童に対する「困り感」
では性別で平均値の差はなかったが、発達障害の傾向
のある児童への「困り感」では、女性教員のほうが男
性教員よりも有意に高かった。栗林(2012)らは、小学
校での聞き取り調査において、性別によって教員の指
導上の「困り感」に違いがみられたことから、児童が
示す困難さに対する教員の「困り感」について男女間
で比較を行った。その結果、「読む」「多動性」「衝動性」
で困難を示す児童に対する「困り感」で男女間に有意
差がみられ、女性教員のほうが、男性教員よりも「困
り感」が大きかったとしている。本研究では、児童が
示す具体的な状態像に応じた「困り感」の差について
検定していないものの、女性教員のほうが「困り感」
が高いという結果が出た。ゆえに、教員の性別にも配
慮した校内支援体制の整備が求められる。校内支援体
制として、発達障害の傾向のある児童を担任する女性
教員へのサポートを充実させる必要がある。
7．2．「学級担任の『困り感』」を軽減する校内支援体
制の要因
本研究では、校内支援体制として「保護者・クラス
メイトへの対応」が有効に機能していることが、発達
障害の傾向のある児童の教育に対する学級担任の「困
り感」を軽減する要因であることが示された。これは、
井上・窪島(2009)が学級担任への適切な支援の在り方
として「特別な支援を必要としている児童とまわりを
つなぐ支援」「保護者対応の支援」を挙げていることと
共通する結果である。学級担任は、発達障害のある児
童の個別支援をする際にも、当該児童のみではなくク
ラスメイトへの対応や、当該児童の保護者に加え、ク
ラスメイトの保護者対応に至るまで求められる。とり
わけ、発達障害の傾向のある児童の教育に対しては、
診断のある児童と比べると、保護者やクラスメイトと
の共通理解が困難な場合が生じる。発達障害にみられ
る行動の傾向は、環境要因によっても生じると考えら
因子
-.12.14.77発達障害のある児童の支援に関わる教職員の責任と役割が明確にされている
-.11.03.72特別支援教育コーディネーターが特別支援教育に関する連絡調整を行っている
-.18.40.05発達障害のある児童に対して学級担任が授業時間外に指導を行っている
表5-2．因子分析表「校内支援体制に対する評価」
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.05-.07.80校内委員会が有効に活用されている
.17-.07.65発達障害のある児童の指導・支援に関して教職員全体で共通理解を図ることができている
.19-.04.63教職員に対して特別支援教育に関する理解啓発が進められている
-.16.18.52文科省等のチェックリストを用いて支援を必要とする児童の状況を把握している
.24-.04.51個別の指導計画が有効に活用されている
-.05-.04.43校内で知能検査を行うことができる
-.11.66.00発達障害のある児童に対して空き時間の教員等が別室で指導を行う方針がある
.04.65.07発達障害のある児童に対して支援に必要な教材が用意されている
.13.69-.16発達障害のある児童が使用できる部屋が有効に活用されている
.06.56.03発達障害のある児童に対して特別支援教育担当者が指導を行っている
.10.53.19発達障害のある児童に対して校内の特別支援学級と連携して指導が行われている
.36.40-.05緊急時に学級担任をサポートできる体制ができている
.76.03-.06周囲の児童に対して特別支援教育に関する理解啓発を進めている
.94-.22.03保護者全体に対して特別支援教育に関する理解啓発を進めている
.57.24-.01発達障害のある児童の保護者は、学校から有効な支援を受けている
3.92243校内連携・共通理解
3.28236児童への個別支援
平均値度数(人)
0.73
0.90
標準偏差
3.57243保護者・クラスメイトへの対応 0.83
表5-3．校内支援体制を構成する因子の平均値と標準偏差
1.526.063校内連携・共通理解
1.659-.068児童への個別支援
VIFβ
.046R?
表6-1．発達障害の傾向のある児童に対する「困り感」
を従属変数とした重回帰分析
1.580-.198?保護者・クラスメイトへの対応
?p＜.05
10.963.951発達障害の傾向がある児童への「困り感」
1-.0670.733.922校内連携・共通理解
4321標準偏差平均値
1.555??.511??-.198??0.833.574保護者・クラスメイトへの対応
表6-2．分析に用いた項目・因子の平均値と標準偏差及び相関
1.526??-.163?0.903.283児童への個別支援
?p＜.05 ??p＜.01
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れるため、児童に障害があるという一側面からのみと
らえることも難しい。発達障害の傾向のある児童の教
育・支援を行っていくためには、「校内連携・共通理解」
に加えて、スクールカウンセラーやスクールソーシャ
ルワーカーといった専門職の活用も視野に入れた上
で、当該児童や保護者に加え、クラスメイトへの対応
についても校内支援体制として支援の方向性を設定す
ることがより一層求められる。
８．本研究の限界と今後の課題
発達障害には広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥
多動性障害と主に３種類が含まれるが、本研究では、
総合して「発達障害」とし学級担任の「困り感」を調
べた。障害の種類によって「困り感」の内容や校内支
援体制の違いがあると考えられるため、今後は障害の
種類別での検証が必要である。また、教員の担当学年
や教員経験年数による「困り感」の実態について検討
することも今後の課題として残された。外部機関との
連携による「困り感」の変化も調べる必要がある。本
研究は学級担任の「困り感」を主題としているが、担
任の「困り感」の軽減が、児童の「困り感」を軽減す
るかについて検証することも重要である。さいごに、
本研究では「保護者・クラスメイトへの対応」が学級
担任の「困り感」を軽減する校内支援体制の要因とし
て明らかになった。これからは、その具体的内容につ
いても考察することにしたい。
注
１）本研究でいう発達障害とは、発達障害者支援法による「自閉
症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障
害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害
であってその症状が通常低年齢において発現するものとし
て政令で定めるもの」をいう。
２）本研究では、通常の学級担任が、発達障害と診断された児
童、またはその傾向のある児童に対して教育活動を行って
いくうえで難しいと感じること、対応に悩むこと、負担を感
じること、ストレスになることなどの感情を総じて「困り
感」という。「困り感」という言葉は学研の登録商標となっ
ている。近年、特別支援教育の領域では、「困り感」という
用語がよく使用されている。障害のある児童の「困り感」を
教員が理解し対応することが重視されている。本研究では、
「困り感」という用語は児童の側に使用されることが多い
ことを理解しつつも、教員の側の「困り感」という言葉を用
いることとする。
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